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第1号様式

	

	令和　　年　　月　　日

	

	川 崎 市 中 小 企 業 融 資 制 度

融　資　状　況　報　告　書

（保証なし融資分）

	

	（宛先）　川　崎　市　長

	

	

	金融機関名

　　　　　　　

	

	川崎市中小企業融資要綱第16条第3項の規定に基づき、信用保証なし融資の取扱いについて次のとおり報告します。

	

	令和　　年　　月分

	資　　金
	前月融資金額
	前月までの融資残高

	振興資金
	長　　期
	件　　　　　　千円
	件　　　　　　千円

	
	短　　期
	件　　　　　　千円
	件　　　　　　千円

	
	設備強化支援資金
	件　　　　　　千円
	件　　　　　　千円

	産業立地

促進資金
	産業立地促進資金
	件　　　　　　千円
	件　　　　　　千円

	
	企業立地促進資金
	件　　　　　　千円
	件　　　　　　千円


（備　考）

◎本報告書は前月中の信用保証なし融資分の融資状況を明記の上、翌月10日(必着)までに
川崎市金融課に送付してください。

第2号(1)様式　（中小企業信用保険法第2条第5項第5号用）　　　　　　　　　　　【業況報告書】

川崎市信用保証協会　御中
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
業況報告書
	顧客番号
	

	フリガナ
	

	顧客名
	


	訪問記録
	[訪問回数]

回　／　（ 上半期 ・ 下半期 ）
[最終訪問日]

令和　　年　　月　　日
[最終訪問時の状況・気付いたこと]



	最近6ヶ月の月別売上
	月
	月
	月
	月
	月
	月

	
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	[売上の傾向]　　（　　増加　　・　　横這い　　・　　減少　）

	特筆事項
	[売上の増減要因、焦付発生、その他特筆すべき事項]



	課題・今後の見通し等
	[課題、業績及び資金繰りの見通し等]



	取引状況
	預金
	千円
	融資
	プロパー
千円
	保証協会付
千円

	
	（令和　　年　　月　　日現在の残高）　　　　　　　　　　※別添可


金融機関名　　　　　　　　（　　　　　　　支店）　担当者　　　　　　　
電話番号（　　　　）　　　　－　　　　　　　

第2号(2)様式（中小企業信用保険法第2条第5項第4号（新型コロナウイルス感染症用）　　【業況報告書】

川崎市信用保証協会　御中
　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　　年　 　月 　　日
業況報告書
	顧客番号
	

	フリガナ
	

	顧客名
	


	黒字資産超過先
	該当する
	
	直前の決算期

	
	
	
	○年○月期


※基準月(3,9月)の末日時点において、直前の決算が「黒字資産超過先」に該当する場合は、下記の項目の報告は省略できる。
※黒字資産超過先・・・減価償却前経常利益が黒字かつ貸借対照表の純資産の合計がプラスである先（法人のみ）。
	訪問記録
	[訪問回数]

回　／　（ 上半期 ・ 下半期 ）
[最終訪問日]

　　 　　年　 　月　 　日

	半期の月別売上
（上半期は4～9月、下半期は10～3月を記入）
	4月／10月
	5月／11月
	6月／12月
	7月／1月
	8月／2月
	9月／3月

	
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	[売上の傾向]　　（　　増加　　・　　横這い　　・　　減少　）

	業況・資金繰り状況
	１．業況回復しており、資金繰りに支障なし
２．業況回復途上だが、資金繰りは当面懸念なし
３．業況回復に至らず、今後の返済に懸念あり

	経営課題
	１．売上・販路の拡大　２．経費の見直し・合理化
３．新分野進出・業種転換　４．事業承継　５．人材育成　６．ＩＴ化
７．その他（　　　　　　　　　）　８．特になし　　　※複数回答可

	当金融機関が行う経営
課題への支援実施状況
	１．実施済み　　２．実施予定　　３．未実施　　４．当面不要

	
	[１または２の場合は、具体的内容を記載ください]


	特筆事項
	[最終訪問時に気付いたこと、売上の増減要因、その他特筆すべき事項]



	取引状況
	預 金
	千円
	融 資
	プロパー
千円
	保証協会付
千円

	
	（　　　　　　年　　　　月　　 　日　現在の残高）


金融機関名　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　支店）　担当者　　　　　　　　　
電話番号（　　　　）　　　　－　　　　　　　
第3号様式
川崎市経営安定資金（不況対策資金）融資対象者確認申込・確認書

令和　　年　　月　　日　
（取扱金融機関）

　　　　　　　　　　様

申込者住所　　　　　　                        　　
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（所在地）

氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（名称及び代表者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電　　　話　　　　　　（　　　　　　）　　　　　　
川崎市経営安定資金（不況対策資金）融資対象者としての確認を願います。
1　（売上・利益等の減少）要綱第27条融資対象者の項中(1)ア及びイの(ｱ)又は(ｲ)

　  （以下の1-1に該当していることが必要）

2　（為替変動による売上・利益等の減少）要綱第27条融資対象者の項中(1)ア及びイの(ｳ) 

　  （以下の2-1及び2-2に該当していることが必要）

3　（資金繰り悪化）要綱第27条融資対象者の項中(1)ア及びイの(ｴ)

（以下の3に該当していることが必要）

①　最近3か月又は6か月の売上高、売上総利益(率)、営業利益(率)又は受注額

※枠内の比較する月のみ御記入ください。

	　　年　　月
	　　年　　月
	　　年　　月
	3か月平均

もしくは6か月平均
	売上総利益率
（営業利益率）
C/A×100
％

	売上高又は受注額

千円
	千円
	千円
	
	

	売上総利益又は営業利益

千円
	千円
	千円
	A売上高又は受注額

千円
	

	　　年　　月
	　　年　　月
	　　年　　月
	
	

	売上高又は受注額

千円
	千円
	千円
	C売上総利益又は営業利益

千円
	

	売上総利益又は営業利益

千円
	千円
	千円
	
	



②　前年又は前々年の同期の売上高、売上総利益(率)、営業利益(率)又は受注額

※枠内の比較する月のみ御記入下さい。

	　　年　　月
	　　年　　月
	　　年　　月
	3か月平均

もしくは6か月平均
	売上総利益率
（営業利益率）
D/B×100
％


	売上高又は受注額

千円
	千円
	千円
	
	

	売上総利益又は営業利益

千円
	千円
	千円
	B売上高又は受注額　　　

千円
	

	　　年　　月
	　　年　　月
	　　年　　月
	
	

	売上高又は受注額

千円
	千円
	千円
	D売上総利益又は営業利益

千円
	

	売上総利益又は営業利益

千円
	千円
	千円
	
	


1-1　要綱第27条融資対象者の項中(1)ア及びイの(ｱ)又は(ｲ)の場合、次のいずれかに該当すること。

①B-A=　　　　　千円＞0　　②D-C=　　　　　千円＞0　　③D/B×100-C/A×100=　　　　％＞0

2-1　要綱第27条融資対象者の項中(1)ア及びイの(ｳ)の場合、次のいずれかに該当すること。

①（B-A）/B　×100　=　　　　　％　≧10％　　　②（D-C）/D　×100　=　　　　　％　≧5％　　　

③　D/B×100-C/A×100　=　　　　　％　≧5％

※　売上、利益又は受注額を確認できる書類(月次試算表・売上帳票、確定申告書の控え、返済予定表等)を

併せてお持ちください。

（裏面に続く）

2-2　要綱第27条融資対象者の項中(1)ア及びイの(ｳ)について、「為替変動の影響」について該当する番号に○をしてください。

　　（１）円安により仕入価格が上昇し、販売価格に転嫁したことで販売不振となり売上高が減少、又　は転嫁できず、売上総利益額（率）又は売上営業利益額（率）が減少した。

　　（２）円高により取引先からの受注が減少し、売上高、売上総利益額（率）又は売上営業利益額（率）が減少した。

　  （３）その他（具体的に御記入ください。）　


3　要綱第27条融資対象者の項中(1)ア及びイの(ｴ)の場合

資金繰り悪化の状況


※　資金繰り悪化の状況が確認できる書類(資金繰表等)を併せてお持ちください。


取扱金融機関確認欄

上記の者は、本制度の融資対象者の要件に該当することを確認しました。

令和　　年　　月　　日　　

	取扱金融機関
	　　

	担当者
	

	該当要件

（いずれかを〇で

囲んでください）
	1　（売上・利益等の減少）要綱第27条融資対象者の項中(1)ア及びイの(ｱ)

又は(ｲ)に該当

2　（為替変動による売上・利益等の減少）要綱第27条融資対象者の項中

(1)ア及びイの(ｳ)に該当

3　（資金繰り悪化）要綱第27条融資対象者の項中(1)ア及びイの(ｴ)に該当

	減少・悪化項目

（いずれかを〇で

囲んでください）
	1　売上高減少　　2　総利益・営業利益額減少　　3　売上総(営業)利益率減少

4　受注額減少　　5　資金繰り悪化


(注)　この確認書は融資の申込資格を確認するものです。融資を受けるためには別途所定の融資審査が必要です。

第4号様式

川崎市経営安定資金（不況対策資金のうち指定倒産）融資対象者

確認申込・確認書

（取扱金融機関）

　　　　　　　　　　様

申込者住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（所在地）
氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（名称及び代表者）
電　　　話　　　　　　（　　　　　　）　　　　　　
川崎市経営安定資金（不況対策資金）融資対象者としての確認を願います。

（指定倒産）要綱第27条融資対象者の項中(1)イ(ｵ)

	倒産企業名
	


次のいずれかのうち、該当欄の□にレ印をしてください。
□　倒産企業に50万円以上の売掛金債権等を有している場合

	金　　　額
	


□　倒産企業に50万円未満の売掛金債権等を有している場合

取引期間：　　　年　　　月　　　日から　　　年　　　月　　　日
	
	上記期間中の

倒産企業に対する取引額（Ａ）
	上記期間中の全取引額（Ｂ）

	金　　　額
	
	


	取引依存度（Ａ／Ｂ）
	％


□添付書類

債権等の金額が確認できる文書等（手形や売掛先が発行した債務額が確認できる書類）の写し（申込書に記入する売掛金等に該当するもの全ての写し）

取扱金融機関確認欄

上記の者は、本制度の融資対象者の要件に該当することを確認しました。

令和　　年　　月　　日　

	取扱金融機関
	　　

	担当者
	


（注）この確認書は融資の申込資格を確認するものです。融資を受けるためには別途所定の融資審査が必要です。
第5号様式
	川崎市信用保証協会

（取扱金融機関）
	令和　　年　　月　　日



	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	様

申込者住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（所在地）
氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（名称及び代表者名）

	電　　　話　　　　　　（　　　　　　）　　　　　　

事 業 計 画 書


1　借入申込の内容

次表の制度名には、川崎市中小企業融資制度名又は川崎市信用保証協会の信用保証制度名を記入してください。
	①借　換　分
	制度名
	借入年月日
	金融機関名
	当初借入額
	現在残高
	月返済額(元金)
	最終期日

	
	
	.　.
	
	
	
	
	.　.

	
	
	.　.
	
	
	
	
	.　.

	
	
	.　.
	
	
	
	
	.　.

	
	
	.　.
	
	
	
	
	.　.

	
	
	.　.
	
	
	
	
	.　.

	
	
	.　.
	
	
	
	
	.　.

	
	
	.　.
	
	
	
	
	.　.

	
	
	.　.
	
	
	
	
	.　.

	
	
	.　.
	
	
	
	
	.　.

	
	
	.　.
	
	
	
	
	.　.

	小　計　
	(A)
	(C)
	

	②新規借入希望額
	(B)
	(D)
	回返済

	借入申込額
	(A)＋(B)
	(E)
	.　.


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※(E)は(A)+(B)に対する返済額

2　今回の借入による効果等

	1.新規借入を伴わない場合（同額で借換）

	(C)－(E)＝　　　　　　　　　
(F)× 12＝　　　　　　　　 　

2.新規借入を伴う場合

(C)＋(D)＝　　　　　　　　　
(H)－(E)＝　　　　　　　　　
(I)× 12＝　　　　　　　　 　　
	千円(F)
千円
千円(H)

千円(I)

千円
	（＝毎月の返済負担軽減効果）
（＝年間の返済負担軽減効果）
（＝既存＋新規の毎月返済額）
（＝毎月の返済負担軽減効果）
（＝年間の返済負担軽減効果）


3　経営の実績及び見込

	
	売上高
	営業利益
	経常利益
	当期利益
	借入金返済額

	前年度実績　　年　　　期
	
	
	
	
	

	今年度見込　　年　　月期
	
	
	
	
	

	翌年度見込　　年　　月期
	
	
	
	
	


第6号様式

	川崎市産業立地促進資金融資資格認定申込書

	

	令和　　年　　月　　日

	（宛先）川　崎　市　長

	

	申込者　所 在 地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

名　　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


	

	産業立地促進資金の融資申込みにあたり、関係書類（履歴事項全部証明書、土地売買契約書又は賃貸借契約書の写し、工事見積書又は見込書、事業計画書等）を添えて資格認定を申し込みます。

	企業名称
	

	本店所在地
	

	立地先
	拠点名称
	

	
	立地先所在地
	

	融資額等
	融資希望額
	億　　　　　　　　　万円

	
	総所要額
	億　　　　　　　　　万円

	連絡先
	部　　　　　　課

担当者

電　話　　　　　（　　　　）　　　　　　　（内線）


第7号様式

	川崎市産業立地促進資金融資資格可否認定書

	

	

	文書番号　　　　　　号

	令和　　年　　月　　日

	

	

	申　込　者　　様

	

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　川崎市長　　　印



	令和　　年　　月　　日付け川崎市産業立地促進資金融資資格認定申込みについて、川崎市中小企業融資制度要綱第29条に基づき、有資格者として認定します。

非資格者とします。

	

	

	

	


（注）この認定書は、融資申込みの際に必要な書類であり、融資を受けるためには、申込後に取扱金融機関及び保証協会において所定の審査があります。

第8号様式

川崎市産業立地促進資金融資対象者確認申込・確認書

令和　　年　　月　　日　

（宛先）川　崎　市　長

申込者住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　 （所在地）
氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（名称及び代表者）
電　　　話　　　　　　　（　　　　　　）　　　　　　　　
川崎市産業立地促進資金融資対象者としての確認を願います。

	立地先
	拠点名称
	

	
	所在地
	

	
	立地先の実施事業
	


□添付書類

・履歴事項全部証明書（法人）
・国税、都道府県民税及び市区町村民税の納税証明書

・立地先の土地売買契約書又は賃貸借契約書の写し

・事業計画書等
	


上記の者は、本制度の融資対象者の要件に該当することを確認しました。

	※ 市記入欄
確認日　令和　　年　　月　　日
	※ 市確認欄




（注）この確認書は、融資の申込資格を確認するものです。融資を受けるためには、別途取扱金融機関の審査が必要です。　

第9号様式

川崎市企業立地促進資金融資対象者確認申込・確認書

令和　　年　　月　　日　

（宛先）川　崎　市　長

申込者住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　 （所在地）
氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（名称及び代表者）
電　　　話　　　　　　　（　　　　　　）　　　　　　　　
川崎市企業立地促進資金融資対象者としての確認を願います。

	立地先
	所在地
	

	
	立地先の実施事業
	


□添付書類

・立地先の土地売買契約書又は賃貸借契約書の写し

・（第29条融資対象者の項中(2)アの場合のみ）土地収用法第3条各号に掲げる事業及び都市計画法第4条第15号の規定による都市計画事業であることが確認できるもの。（売却した土地の土地売買契約書等）

	


上記の者は、本制度の融資対象者の要件に該当することを確認しました。

	※ 市記入欄
確認日　令和　　年　　月　　日
	※ 市確認欄




（注）この確認書は、融資の申込資格を確認するものです。融資を受けるためには、別途取扱金融機関の審査が必要です。　

第10号様式

	川崎市産業立地促進資金工事完了届

	

	令和　　年　　月　　日

	（宛先）川　崎　市　長

	

	所 在 地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
名　　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
産業立地促進資金に関する工事等が完了しましたので、川崎市中小企業融資制度要綱第29条の規定により次のとおり届け出ます。



	企業名称
	

	本店所在地
	

	立地先
	拠点名称
	

	
	立地先所在地
	

	工事等完了日
	令和　　　年　　　月　　　日

	工事等精算額
	円（当初見積金額　　　　　　　円）

	工事等領収書
	別添のとおり

	その他
	

	連絡先
	部　　　　　　　　　課

担当者

電話　　　　（　　　　）　　　　　（内線）


第11号様式

	川崎市産業立地促進資金変更届出書

	

	令和　　年　　月　　日　　

	（宛先）川　崎　市　長

	

	所 在 地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
名　　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
産業立地促進資金に関する届出事項に変更がありましたので、川崎市中小企業融資制度要綱第29条の規定により次のとおり届け出ます。



	企業名称
	

	本店所在地
	

	立地先
	拠点名称
	

	
	立地先所在地
	

	変更内容
	変更前
	変更後

	
	
	

	変更理由
	

	変更年月日
	令和　　　年　　　月　　　日

	連絡先
	部　　　　　　　　　課

担当者

電話　　　　　（　　　　）　　　　　　　（内線）


第12号様式

	川崎市創業支援資金等（企業診断）申込書

	令和　　年　　月　　日

	（宛先）川崎市長
　　　　取扱金融機関

	申込者住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（所在地）
ふりがな
氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（名称及び代表者）

生年月日　　　　昭・平　　年　　月　　日生　　歳

電　　　話　　　　　　（　　　　　　）　　　　　　
携帯電話　　　　　　（　　　　　　）　　　　　　
川崎市創業支援資金等について、関係書類を添えて申込みをいたします。

	区　　　分
	資　　　金　　　□該当欄にチェック

	創業支援資金
	□アーリーステージ対応資金　□女性・若者・シニア起業家支援資金

□新製品開発・新分野進出支援資金　□スタートアップ創出促進資金

	
	□財団オーディション推薦対象者　□財団マネージャー等推薦対象者
□川崎市補助金(新技術･産学･福祉製品)交付決定者

	創業以外の融資制度
	□振興資金（転業）

	融資希望金額
	　　　　　　　　　　万円
	融資期間
	年　　か月（うち据置　月）

	
	
	返済方法
	割　賦 ・ 一 時 払

	資金使途
	運転資金　　　　　　万円

設備資金　　　　　　万円
	（資金使途の概略）　　　　　　　　　　
            　　　　　　　　　　　　　

（必要時期）令和　　　年　　　月　旬頃

	営業内容
	業種　　　　　　　　業　　　営業年数　　年　

	
	許認可：　　　　　　　　（取得済・申請中）
	根拠法：

	
	資本金　　　　　　　万円　

	連帯保証人
	氏名
	
	氏名
	

	
	住所
	
	住所
	

	事業資金の
既往借入歴
	　　　　　　　　　　　　　　 万円（残債　　　　　　　　　万円）

	
	（うち信用保証協会分）　　　　　　万円（残債　　　　　　　　　万円）

	取扱金融機関

確認欄

※記載内容、諸要件等確認の上、事業計画の内容を適当と認めた場合に、該当する□にチェックを入れてください。
	本申込書の内容及び次の事項について確認しました。

	
	金融機関及び支店名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	担当者名　　　　　　　　　　　　
	電話番号

	
	利用制度
	□アーリーステージ対応資金
□新製品・新分野 □振興資金（転業）
	□アーリーステージ対応資金

□女性･若者･シニア起業家支援資金
□スタートアップ創出促進資金

	
	保証制度
	一般保証
	□創業関連保証
□スタートアップ創出促進保証

	
	責任共有
	対象（□部分保証 □負担金）
	対象外

	
	自己資金
	　　　　　　　　　万円
	　　　　　　　　　　　万円


（注）御提出いただいた書類は返却いたしません。
（注）次の①～③に該当する場合（振興資金（転業）、新製品開発・新分野進出支援資金を除く。）は企業診断を省略できます。第12号（本様式）～14号様式の書類を作成し、金融機関に提出してください。（金融課への提出は不要）　　①決算を一期以上終えている方　②申込額800万円以下の方　③当該資金利用に伴う企業診断を受けたことがある方
第13号様式

川崎市創業支援資金等（企業診断）申込書（附票）




第14号様式

川崎市創業支援資金等　融資調査書　No.1










川崎市創業支援資金等　融資調査書　No.2

＜ 事業計画 ＞
	売　上

構　成
	製品・商品・サービス等内容
	販売価格
（単　価）
	原　価
（単　価）
	売上構成比
	粗利益率

	
	
	円
	円
	％
	％

	
	
	円
	円
	％
	％

	
	
	円
	円
	％
	％

	
	
	円
	円
	％
	％

	
	
	円
	円
	％
	％

	
	
	円
	円
	％
	％

	
	
	円
	円
	％
	％


	主な

販売先

受注先
	名称・販売ターゲット等
	住所・地域・商圏
	販売・受注予定額

（今後1年間分）
	売上構成比

	
	
	
	千円
	％

	
	
	
	千円
	％

	
	
	
	千円
	％

	
	
	
	千円
	％

	
	
	
	千円
	％

	
	合計（今後1年間分）
	千円
	100％


	主な

仕入先

外注先

	企業名・所在地
	仕入品目・外注内容
	仕入・外注予定額

（今後1年間分）
	仕入比率

	
	
	
	千円
	％

	
	
	
	千円
	％

	
	
	
	千円
	％

	
	
	
	千円
	％

	
	
	
	千円
	％

	
	合計（今後1年間分）
	千円
	100％


川崎市創業支援資金等　融資調査書　No.3

＜ 事業計画 ＞
	資金計画
	総事業資金（A～Fの合計） 　　　　　　　　　　　 千円
今回借入金額（A＋B） 　　　　　　　　　　　　千円
自己資金充当額（C＋D） 　　　　　　　　　　　　千円
他借入金充当額（E＋F） 　　　　　　　　　　　　千円
総借入金に対する自己資金の割合〔自己資金（C+D）÷総借入金額（A.Ｂ.Ｅ.F）の合計）〕

□ 1/3未満　　　　　　　□ 1/3以上1/2未満　　　　　　　□ 1/2以上



	資　　金　　使　　途
	運転資金

役員報酬は融資の対象外です。
	項　目
	積算内訳（　　か月分）
	今回借入金
（千円）
	自己資金

充当額（千円）
	他借入金

充当額（千円）

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	計（　A・C・E　）
	A
	C
	E

	
	設備資金

（要見積書）



	項　目
	積算内訳
	今回借入金
（千円）
	自己資金

充当額（千円）
	他借入金

充当額（千円）

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	計（　B・D・F　）
	B
	D
	F

	
	合　　計
	A＋B
	C＋D
	E＋F


	自己資金
	預金
	預金以外

	
	預け先（金融機関本支店名等）
	預金種別
	金額
	種類
	金額

	
	
	
	千円
	
	千円

	
	
	
	千円
	その他（具体的に）
	千円

	
	
	
	千円
	（　　　　　　　　　）
	

	
	
	
	千円
	※法人代表者の親族等からの借入は本欄に記入

	
	自己資金合計（≧C＋D）
	千円

	借 入 金 等
	借入先
	融資利率
	毎月返済額
	借入額
	借入期間

	
	今回借入先
	％
	千円
	千円
	・　  ～ 　  ・

	
	他借入先
	％
	千円
	千円
	・　  ～ 　  ・

	
	他借入先
	％
	千円
	千円
	・　  ～ 　  ・

	
	借入金等合計（＝A＋B＋E＋F）
	千円

	調達資金合計（総事業資金）
	千円


川崎市創業支援資金等　融資調査書　No.4

新製品開発・新分野進出支援資金及び振興資金（転業）の場合は、全体・新事業・既存他事業の3枚を作成してください。
　分社化の場合は、新法人・既存法人の2枚を作成してください。
＜ 損益計画 ＞　□全体　□新事業　□既存他事業　□新法人　□既存法人

事業年度　　　　月 ～ 　　月　　　　　　　　　　　　　　単位（千円）

	項　　　　　　目
	1年目
	2年目
	3年目
	4年目

	1. 売上
	
	
	
	

	2.売上原価
	
	
	
	

	
	仕入費
	
	
	
	

	
	材料費
	
	
	
	

	
	外注費
	
	
	
	

	3.売上総利益（ 1－2 ）
	
	
	
	

	4.販売費及び一般管理費
	
	
	
	

	
	店主・代表者報酬
	
	
	
	

	
	給料手当等

代表者以外の役員に対する報酬

従業員等の人件費等
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	社会保険料（労災・雇用・健康・年金）
	
	
	
	

	
	家賃・駐車場代
	
	
	
	

	
	旅費交通費
	
	
	
	

	
	通信費（電話・郵送料等）
	
	
	
	

	
	光熱水費
	
	
	
	

	
	広告宣伝料
	
	
	
	

	
	減価償却費
	
	
	
	

	
	その他経費
	
	
	
	

	5.営業利益（3－4）
	
	
	
	

	6.営業外費用
	
	
	
	

	
	営業外費用（支払利息以外）
	
	
	
	

	
	支払利息（保証料を含む）
	
	
	
	

	7.経常利益（5－6）
	
	
	
	


＜ 設備投資計画 ＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位（千円）

	項　　　目
	1年目
	2年目
	3年目
	4年目

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	


川崎市創業支援資金等　融資調査書　No.5
 開業・事業計画調査票
1.開業・事業計画
	創業動機・目的
	

	事業方針
	

	開業までの
スケジュール
	

	セールスポイント
	

	立地環境
	

	市場・競合他社などの
状況
	

	販売方針・販売戦略
	

	経営上の課題と対策
	

	将来展望（事業展開）
	


2.自由記述欄（特にアピールしたい点等）

	

	

	融資実行後、フォローアップ診断の受診を　（　希望します　・　希望しません　）


川崎市創業支援資金等　融資調査書　No.6
＜ 開業場所案内図 ＞　　　　　 　　　　　
※最寄駅・バス停からの道順（※印刷したもの等を添付しても可）
	
[image: image1]


※最寄駅からの利用交通機関
　（　記入例　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（記入欄）
最寄駅名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　最寄駅名




事業所

事業所

第15号様式

	川崎市創業支援資金等融資対象者推薦書

	令和　　年　　月　　日　

	（宛先）川　崎　市　長

	

	
公益財団法人川崎市産業振興財団

理事長　　　　　　　　　

次の者について本財団が実施した「かわさき起業家オーディション　ビジネス・アイデアシーズ市場」の審査委員会において主催者賞に選定しましたので、川崎市中小企業融資制度要綱第31条に基づき、創業支援資金等の融資対象者として推薦します。

	住所

(所在地)
	

	氏名

(名称又は代表者)
	

	業種
	

	電話
	

	受賞した賞
	


ビジネスアイデアの概要説明書

1　概要、自社範囲と取り組む経緯（自社の既存事業や技術との関係性など）
2　競争力（従来の製品や競合他社製品と比較しての新規性・優位性など）

3　ターゲット、マーケティング方法（販売パートナー、販売方法）、想定している市場の規模及び売上（シェア）

4　実現可能性（現在の開発段階及びビジネスパートナー等の実施体制、具体的顧客など）
5　運転資金及び設備資金の使途

6　その他、特記事項
推薦者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第16号様式
新製品事業計画書（新製品の概要説明書）
新製品開発支援資金
1　申込者
	企業名
	代表者名

	新製品の名称


2　新製品の概要と自社の得意技術など

3　新製品の競争力

4　新製品の実現性

5　新製品の市場性と流通

6　新製品に関する特記事項


第17号様式
	川崎市新製品開発・新分野進出支援資金融資対象者推薦書

	令和　　年　　月　　日　

	（宛先）川　崎　市　長

	

	
公益財団法人川崎市産業振興財団

理事長　　　　　　　　　

次の者について、川崎市中小企業融資制度要綱第31条に基づき、新製品開発・新分野進出支援資金の融資対象者として推薦します。

	住所

(所在地)
	

	氏名

(名称又は代表者)
	

	業種
	

	電話
	

	支援内容
	


新製品の概要説明書

1　新製品の概要、自社範囲と取り組む経緯（自社の既存事業や技術との関係性など）
2　新製品の競争力（従来の製品や競合他社製品と比較しての新規性・優位性など）

3　新製品のターゲット、マーケティング方法（販売パートナー、販売方法）、想定している市場の規模及び売上（シェア）

4　新製品の実現可能性（現在の開発段階及びビジネスパートナー等の実施体制、具体的顧客など）
5　運転資金及び設備資金の使途

6　その他、特記事項
推薦者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第18号様式

同意書

川崎市創業支援資金等の申込みにあたり、次の事項に同意します。

1　川崎市が依頼した中小企業診断士等による企業診断を受けること
2　資格要件確認のため、申込者及び連帯保証人の保証利用状況に関する情報（保証利用残高、返済状況等で過去のものも含む。）について、川崎市信用保証協会及び他の信用保証協会に照会すること
3　申込関係書類（申込書、同添付資料等）を申込金融機関、川崎市信用保証協会及び川崎市が依頼した中小企業診断士等に提供すること
4　企業診断の結果を申込金融機関及び川崎市信用保証協会に提供すること
5　融資実行後の6か月から1年以内にフォローアップ企業診断を受けない場合は、再度の創業支援資金の融資申込みは出来ないこと
令和　　年　　月　　日

（宛先）川崎市長

ああああああああああああああ　所在地　　　　　　　　　　　　　　　

ああああああああああああああ　名　　称　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　
※署名をしてください。

※　創業支援資金等（企業診断）申込書（第12～14号様式）を川崎市に送付しない場合は、本同意書の添付は不要です。
※　振興資金（転業）及び新製品開発・新分野進出支援資金のフォローアップ企業診断は不要なため、同意書5は該当しません。
第19号様式
誓約書

川崎市創業支援資金等の取扱いにあたり、次の事項を誓約いたします。

1　申込者（連帯保証人を含む。）及び川崎市から提供を受けた申込関係書類（申込書、同添付資料、診断報告書等。以下「保有情報」という。）を外部に漏らさないこと
2　保有情報を融資審査の目的以外に使用しないこと
3　保有情報の保有が必要でなくなったときは、速やかに廃棄する等適切な措置を講ずること
4　当行・当金庫　　支店の行員・職員に対して、上記事項について遵守させること
令和　　年　　月　　日

（宛先）川崎市長






金融機関名






支店長名　　　　　　　　　　　印

（注）創業支援資金等（企業診断）申込書（第12～14号様式）を川崎市に送付しない場合は、本誓約書の添付は不要です。
第20号様式
「事業展開・多角化資金」事業計画書
年　　月　　日
（取扱金融機関）

様
所　　在　　地
法人名又は商号　
代　　表　　者
電　話　番　号
私は、川崎市中小企業融資制度「事業展開・多角化資金」を申込み、新型コロナウイルス感染症により事業活動に影響を受けており、その影響から脱却するため、次の事業計画書に基づき、新たな事業の展開（事業・業態・業種における転換）や多角化、新製品等開発に取り組みます。
１　融資対象要件と新たな事業展開の内容
	ア　融資対象要件について、該当するチェック欄「□」に✔印を付してください。

	· セーフティネット保証４号、同保証５号の認定を受けた者
· 令和２年２月以降に以下の新型コロナウイルス関連融資を利用した者
　・災害対策資金（４号別枠）
・危機対策資金（危機関連保証別枠）
・不況対策資金（１０年型）（セーフティネット保証５号）
・川崎市新型コロナウイルス感染症対応資金
· 直近６か月のいずれか１か月の売上高が、新型コロナウイルス感染症の影響以前（令和２年１月以前の同月）の売上高と比べて、減少していることを取扱金融機関が確認された方（注）Ａ＜Ｂ
Ａ 直近の売上高(直近６ヶ月のいずれか１ヶ月) 百万円（対象年月： 年 月）
Ｂ コロナ影響以前の売上高（Ａの同月） 百万円（対象年月： 年 月）


	イ　取組内容について、該当するチェック欄「□」に✔印を付し、具体的に記載してください。
· 　新たな事業の展開（事業・業態・業種の転換）
· 　多角化
· 　新製品等開発

	
（記載例）
　（店舗型飲食店）利用客の減少により売上が減少していたが、在宅勤務時の食事やオンライン飲み会等への需要に対応するため、キッチン等の一部改修やECサイトを構築し宅配商品を開発、デリバリーを開始する。



２　新たな事業展開等により想定される効果
	何が　　※最低一つは選択
	何期後に
	どれくらい改善するか

	□年間売上高の増加
□売上増加率（＝(売上高/前年度売上高)－１）の向上
□営業利益率（＝営業利益/売上高）の向上
□労働生産性（＝営業利益/従業員数）の向上
	
	

	□その他期待される効果


３　資金計画及び資金調達計画
	資金計画
（何にいくら必要か記入）
	資金調達
（どこからいくら調達するか記入）
	新しい事業展開の資金に使用する資金に「○」をしてください

	設備資金
	
	
	

	
	
	
	

	運転資金
	
	
	

	
	
	
	

	合計額
	
	合計額
	
	


	
	金融機関確認欄
	

	
	
	


　年　　月　　日
この計画書の内容を確認しました。
　　　
	取扱金融機関
	


	担当者
	

	融資予定金額
	
万円


屋号・商号　　　　　　　　　 事業内容　　　　　　　　　　　　


ＨＰ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 


メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 


資格・特技・学歴等（融資対象事業を行う上で活用できる事項がありましたら記載してください。）


最終学歴　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　年卒・中退） 


職歴（　 年～　 年）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 


（　 年～　 年）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 


（　 年～　 年）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 


（　 年～　 年）　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　


売上・収入　今年　　　　　 　　千円　　 前年　　 　　　　　千円


（法人の場合）前年度経常利益　　 　　　　　千円


資産状況(土地・家屋･その他) 　　　　　　　  千円


負債状況　　　　　　　　　  　　　　　　　  千円


預金額･金融機関取引状況


　　　　　銀行 　　　　 千円　　　　　　銀行 　　　　 千円


　　　　　銀行 　　　　 千円　　　　　　銀行 　　　　 千円








申込者


の状況





注）


申込者が法人の場合、資格・特技・学歴、職歴は、法人の代表者について記載してください。売上・収入等、資産状況、負債状況、預金額・金融機関取引状況は、法人名義の分について記載してください。





連帯保証人


の状況


注）


申込者が法人の場合、連帯保証人は


原則として法人の代表権のある方になっていただきます。








�EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ふりがな),氏名)�　　　　　　　　　　生年月日 昭・平　　年　　月　　日　　歳 


住所　　　　　　　　　　　　　　　　　 電話番号　　　　　　　　


職業・役職　　　　　　　　　　　　　　 家族数　　　　　　　　人 


資産状況　　　　　　　　　　　　  千円 年収　　　　　　　　千円


(土地･家屋･その他)


負債状況　　　　　　　　　　 　　 千円








創業準備の着手状況〔下記の該当事項に○印を付けてください〕


ア　設備機械器具等を発注済である


イ　土地・店舗を取得するための頭金等を支払済みである


ウ　土地・店舗を賃借するための権利金・敷金を支払済みである


エ　商品・原材料の仕入を行っている


オ　事業に必要な許認可を受けている


カ　事業に必要な許認可取得未了（許認可取得見込み（申請状況や取得予定時期等）を具体的に記入してください）


　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


キ　その他（具体的に記入してください　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）








主たる事業所　 　　　　区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　賃貸・所有　面積　　　　　㎡（間口　　　　ｍ・奥行　　　　ｍ）


　　　　　　　　立地条件			　用途地域


従たる事業所　　　　　区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　賃貸・所有　面積　　　　　㎡（間口　　　　ｍ・奥行　　　　ｍ）


　　　　　　　　立地条件			　用途地域





開業日（設立日）平成・令和　　年　　月　　日　　　開業（設立）・　開業（設立）予定





事業形態　　個人・株式会社・合名会社・合資会社・合同会社・その他（　　　　　　　　　）





事業従事者　　　　　　　　　　人


（内訳）　　　　役員　　　人、家族従業員　　人、雇用従業員　　人、ｱﾙﾊﾞｲﾄ･ﾊﾟｰﾄ　　人





営業時間等　　　　　　　　時間　　　　　時　　　　　分～　　　　　時　　　　　分


　　　　　　　定休日　月　　　回（　　　　曜日）





開業に必要な知識、技術、資格、ノウハウの習得





出資者・出資額（会社設立の場合）





事業協力者の住所・氏名・勤務先等





売　　上 1ヶ月の売上（業種・業態により記載方法を選択の上、記載してください。）


（記載方法１）


平均客数　　 　人／日×平均客単価　　　円×月営業日数　　日＝ 　　　　　円


（記載方法２）


　　　　　円／件・人・契約・日あたり×　　　件・人・契約・日＝　　　　　円


　　　　　円／件・人・契約・日あたり×　　　件・人・契約・日＝　　　　　円


　　　　　円／件・人・契約・日あたり×　　　件・人・契約・日＝　　　　　円


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 合計　　　　　　円　　　　　　　　


（１）売上


　　　　　　現金　　　　％　 　掛売　　　　％　 　（回収期間　　　日）


　　　　　　手形　　　　％　　 　　　　　（入金サイト　　　日）


（２）支払


　　　　　　現金　　　　％　　 掛買　　　　％　　 （支払期間　　　日）


　　　　　　手形　　　　％　　　　　　　 （支払サイト　　　日）


　　　　　売上高（実績）　　月　　　　　　　　　 円    　 月　　　　　　　　　 円


　　月　　　　　　　　　 円    　 月　　　　　　　　　 円


　　月　　　　　　　　　 円    　 月　　　　　　　　　 円





（注）本調査書には、融資希望額の内訳ではなく、融資を受ける事業に要する全経費を記載してください。





＜ 資金調達計画 ＞








工事費・保証金・敷金を含みます。法人


設立に要する費用は融資の対象外です。





A＋B

















○○駅











市営バス　○番乗り場


○○○行　○分





○○停留所











徒歩　○分























従来の製品や競合製品と比較しての新規性、進歩性、優位性など





現在の開発段階について





新製品がターゲットとする市場と流通経路について





新製品に関して特に記載事項があれば記入





・事業転換とは、主たる業種を変更することなく、主たる事業を変更することをいう。


例：観光バス事業者が、高齢者施設向け送迎サービスを開始（転換又は多角化）


例：自動車部品の製造業者が、医療機器の製造も行う（多角化）


・業種転換とは、主たる業種を転換することをいう。


例：ホテルの客室の一部をコワーキングスペースに改造して貸し出す（多角化）


・業態転換とは、製品等の製造方法等を転換することをいう。


例：衣服品販売店が、ECサイトを構築し、ネット販売も並行的に行う（多角化）


例：飲食店が宅配弁当を始める（多角化）


例：ヨガ教室を、実際の教室のほか、オンライン上でも開催する（多角化）


例：美容室が、訪問美容サービスを開始（多角化）


・事業多角化とは、従来の事業を継続しつつ新たな事業を開始することをいう。


・新製品等開発とは、自社技術等を使った新製品等の開発をすることをいう。
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2

